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研究成果の概要（和文）： 

本研究では、東京都 23 区内で「防災再開発促進地区」として指定されている地域と指定さ

れていない地域について、人口や地価、居住者の所得水準の変化を町丁目単位で比較した。そ

の結果、「防災再開発促進地区」として指定された地域のほうが人口流出が少ないことがわかっ

た。さらにわずかではあるが「防災再開発促進地区」の指定を受けた地域の方が、そうでない

地域に比べて世帯年収が高くなっていることがわかった。この人口の変化と平均所得の変化か

ら、防災再開発の指定や再開発の実施は、居住環境の改善により、これまでより高い所得層の

人々が流入してくるというジェントリフィケーションが起こっている可能性があることがわか

った。 

 

研究成果の概要（英文）： 
  In this project, we compared population, land price and household income between 
disaster prevention districts and other area in zip code in Tokyo.  As a result, the 
population decrease in designated disaster prevention districts is milder than not 
designated.  And in disaster prevention districts, housing income is slightly higher.  
From these two results, we can consider the possibility of gentrification in Tokyo 
metropolitan area. 
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１．研究開始当初の背景 
ジェントリフィケーションは、アメリカや
ヨーロッパのいくつかの都市において顕著

にみられ、さらにそれらと人種差別が関係し
ており、社会問題になっていた。そのためこ
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論を用いた研究を始め、実証研究でも多くあ
る。そもそも日本と違い、アメリカやスペイ
ン、ドイツ、フランスなどのヨーロッパの
国々では、所得の高い人々は郊外により広い
土地を購入し住む傾向にあり、一方で低所得
者は都心に住む傾向にあることが知られて
いる（Margo[4], Mieszkowski and Mills[5]）。
付け値関数の傾きを用いることによる伝統
的な理論に基づくこの説明は限界があり、最
近の北米の都市では当てはまらない、という
研究も多くある（Anas, Arnott & Small [1], 
Glaeser & Kahn [2]）。さらに、LeRoy & 
Sonstelie[3]などでは、都心で貧困者層が多い
主な原因の一つは、公共交通機関の存在であ
るとしている。 
日本において経済学的なジェントリフィ
ケーションの文献はほとんどない。都市計画
や建築といった分野でも数がかなり少なく、
定量的に分析した文献はほとんどない。研究
が少ない原因としては、日本では低所得者が
特定の広い地域に集積して居住していると
いった現象がそれほど顕著でないため、そも
そもジェントリフィケーションが認識され
ていなかったことがあげられるだろう。技術
的な点でいえば、各地域の所得データを得る
のが難しいことと、それを地理的な分布でと
らえる技術がなかったことがあげられる。む
しろ後者の方が定量的な空間統計分析が存
在しない理由として大きいと考えられる。 
しかし近年、地理情報システム（以後 GIS 
と表記）の発展、電子地図や数値地図といっ
たものの整備が非常に進んできたため、所得
の地域分布に対する時系列的な空間統計分
析が可能になってきた。研究代表者は、若手
研究の応募をしてきて以来、ずっと GIS を
用いた研究を行なってきた。研究を通して、
これまで存在していなかった地域データの
電子地図化を行い、さらにその電子地図や数
値情報を組み合わせたデータベースを構築
した。そしてそのデータベースを用いて都市
の外部不経済の計測や、東京都の都心回帰の
実態の分析を継続的に行ってきた。 
都心回帰についての研究では、用途地域の
時間を通じた変化を空間的にとらえた場合
に、どのような分布をしているのかを、工業
（場）等制限法の制定、ならびに廃止の年度
前後を見ることにより分析を試みた（研究業
績③）。さらに都市の外部不経済の計測の研
究では、地震リスクなどのインパクトが都市
住民や企業の立地行動にどのような影響を
与えているのか、あるいは地震リスクと建物
の頑健性への投資行動にどのような影響を
与えているのか、などの分析を行った（研究
業績⑤）。 
その研究を進めていく上で、都市の町丁目
レベルでの所得データが平成 2年から 5年お
きに 5時点入手可能な状態になった。このこ

とは、地域固有の効果を取り除くとするパネ
ル分析を可能にする。さらに、都心回帰の分
析を行っていくにつれて、地域によって所得
水準に格差があるが、その格差が都市の再開
発や、教育施設の教育カリキュラム等の整備
などをきっかけに変化していっているよう
に感じられた。すなわち日本では起こってい
ないだろうとされていたジェントリフィケ
ーションが起こっている可能性がある。先ほ
どのデータの整備と入手可能性がこの分析
の実現可能性を大きく高めたため、本研究を
計画するに至った。 
[1]A. Anas, R. Arnott, K. Small (1998), ” 

Urban spatial structure,” Journal of 
Economic Literature 36 pp.1426–1464. 

[2]E.L. Glaeser, M.E. Kahn, Sprawl and 
urban growth (2004), in: V. Henderson, 
J. Thisse (Eds.), The Handbook of 
Urban Economics, vol. IV, 
North-Holland. 

[3] S. LeRoy, J. Sonstelie (1983), “Paradise 
lost and regained: Transportation 
innovation, income and residential 
location,” Journal of Urban Economics 
13, pp.67–89. 

[4]R. Margo (1992), “Explaining the 
postwar suburbanization of the 
population in the United States: The 
role of income,” Journal of Urban 
Economics 31, pp.301–310. 

[5]P. Mieszkowski, E. Mills (1993), “The 
causes of metropolitan 
suburbanization,” Journal of Economic 
Perspectives 7, pp.135–147. 

 
２．研究の目的 

低所得者層が居住していた地域が、ある都
市整備や開発のイベントをきっかけに、当該
地域がより快適な居住地に変化すると、そこ
へより豊かな所得階層の人々が流入し、既に
住んでいた低所得の人々を追い出すジェン
トリフィケーションという現象がある。日本
でも都心の地価の低下や再開発などにより、
都心回帰の現象が観察される時期があった。
はたして日本においてもジェントリフィケ
ーションは起こったのか。またどのようなイ
ベントが居住地における所得層の入れ替え
を促進しているのか。都市インフラ整備、住
宅の改善、教育機関の影響を中心にみていく
ことで、今後の都市開発、あるいは教育の地
域格差の政策提言を行なう。 

 

３．研究の方法 

本研究の最大の特徴は、所得水準のミクロデ
ータレベルでの取り扱いである。町丁目レベ
ルでの平均所得、あるいは住宅形態別所得階
層別世帯数などのデータの空間的な散らば



りをみるために、GIS に取り込み空間統計学
の手法を適用した計量経済学的分析を行な
う。ベースとなる町丁目別所得データは、国
勢調査と住宅統計調査などから作成された
ものが既に存在し、それらは平成 2 年、平成
7年、平成 12年、平成 15年、平成 17年と時
系列的にも複数時点で得られ、それをこれま
でに研究代表者が作成してきた空間データ
ベースとマッチングさせることにより、地域
属性をコントロールし、都市再開発やインフ
ラ整備、政策の変化といった外生的なインパ
クトの前後で、ジェントリフィケーションが
どのように起こっているのかを、propensity 

score matching method や Difference in 

differences などの政策評価の手法や空間統計
学を用いた方法、そしてパネル分析による方
法で分析する。 

 

４．研究成果 

人口の変化、地価の変化が起こる要因とし

てさまざまなものが考えられる。その一つに

再開発があげられる。木造住宅が密集した地

域では、防災上の観点から再開発が行われる

ことがある。また、土地の高度利用という観

点からも狭小な敷地をまとめることにより、

容積率の高い建物を建築し、高度利用をはか

る場合も多い。防災の観点から再開発が行わ

れる例を東京 23区の場合でみてみよう。 

地震に対する危険度は密集市街地では非

常に高く、大きな地震が起こった場合、建物

倒壊や火災による延焼などの被害は非常に

大きくなると想定されている。このような地

域では、居住者自身が大きな地震リスクにさ

らされているだけでなく、外部性によって周

辺地域の被害をさらに大きくする可能性も

非常に高い。このような場合、居住者は自ら

のリスク軽減のためだけでなく、外部性をも

考慮して耐震化のための投資を行う必要が

ある。しかし、実際には居住者はこのような

多くのコストをなかなか支払うことはせず

に、現状維持を選択してしまう。このような

状態の放置は、決して望ましいものではなく、

国や自治体が何らかの施策をとる必要があ

る。 

例えば、1995年に「建築物の耐震改修の促

進に関する法律」、1997 年に阪神・淡路大震

災の経験を踏まえて、｢密集市街地における

防災街区の整備の促進に関する法律｣（以降、

密集法と記載）などを国が制定することによ

り、建て替えや整備事業を通じて、密集市街

地の安全性を高めることができるような制

度設計を行ってきている。この法律の目的と

して、総則の第 1 条には、「密集市街地につ

いて計画的な再開発又は開発整備による防

災街区の整備を促進するために必要な措置

を講ずることにより、密集市街地の防災に関

する機能の確保と土地の合理的かつ健全な

利用を図り、もって公共の福祉に寄与するこ

とを目的とする」と記載されており、地域の

安全度向上のための建て替え等による整備

が促されており、これにのっとった整備上の

障害になってくる建築基準上のさまざまな

規制は、緩和や合理化がすすめられている。 

さらに 2003 年に密集法の改正が行われ、

地震時に特に大きな被害が想定される地域

については、「防災再開発促進地区」として

自治体が定め、国からの補助などを通して、

整備を重点的に促進する試みがとられてい

る。これに基づき、東京都の各自治体は、一

体的、総合的に市街地の再開発を促進すべき

地区として「防災再開発促進地区」を指定し

ている。 

災害リスクを減らすために、自治体は、「防

災再開発促進地区」を指定し、国からの補助

などを受けながら指定区域での再開発が効

率的にすすめることができるようになる1。で

は、そのような地区指定が当該地域にどのよ

うな影響をもたらすのであろうか。 

密集市街地はそもそも交通の便などがよ

い地域ではあるが、特に住宅街では古い木造

住宅が多く密集しており、防災や防犯、景観

などの観点から住環境が悪い場合が多い。し

かし、一方でいわゆる下町情緒や地域コミュ

ニティーといったものが引き継がれている

地域である場合も多い。 

このような密集市街地における再開発は、

前者の住環境について大きく改善される可

能性があり、新しい居住者が、居住地選択の

候補地とする可能性が高くなる。その結果、

人口流入が起こったり、居住者の所得層が変

化したり、そして土地の価格が上がったりす

る効果が考えられる2。 

                                                   
1 制度の詳細な説明や、地区計画による再開発事業の
例などは、八木（2008）に詳しく述べられている。 
2 東京都では、地域危険度を町丁目単位で公表してお
り、地震が発生した際の建物の倒壊危険度や火災によ



そこで東京 23 区内の「防災再開発促進地

区」として指定されている地域と、23区内で

「防災再開発促進地区」として指定されてい

ない地域について、人口や地価、居住者の所

得水準がどのように変化しているのかを町

丁目単位で比較する。比較の方法として、

Difference in Differencesの考え方を用いて、人

口、所得水準、地価の平均値での比較を行う
3。 

本稿での「防災再開発促進地区」の指定と

いった政策は、指定地域かそうでないかによ

り影響が及ぶ地域と及ばない地域に分ける

ことができる。地区指定を受けた地域をトリ

ートメントグループ、受けていない地域をコ

ントロールグループとよぶ。そしてこれら 2

つのグループの差を比較するためには、さら

に 2時点のデータ、すなわち理想的には政策

変更が行われる前と後のものが必要となる。

本稿の場合、密集法が改正され、「防災再開

発促進地区」が指定されたのが 1997 年であ

るため、それ以前のデータがイベント前のデ

ータとなり、それ以後のデータがイベント後

になる。それぞれのグループに政策変更の前

後の 2 時点のデータを加えて、4 グループに

分けられるデータを比較し、差を計算するこ

とにより、指定された地域の影響をみること

ができる4。 

この手法を用いて、比較を行ったのが表１

から表３である。特に住宅地での変化をみて

みたいので、用途地域を低層住居専用地域に

限った結果を掲載している5。まず表 3 では、

人口の変化をみている。先に述べたように、

2 時点として政策実施の前と後のデータが必

要であるが、データの利用可能性の都合上、

政策前のデータとして 2000 年を代替的に用

いている。理想的には 1997 年以前のデータ

                                                                        
る延焼危険度を 5段階で評価している。またこの危険度
指標は、再開発により大きく変化し、そのような変化

が地価にどのような影響を与えているかを、中川 他

（2011）では詳細に分析している。 
3 人口は『国勢調査』、所得水準は『国勢調査』と『住
宅・土地統計』を用いた（株）UDS社の町丁目別の平
均所得水準の推計値を、また地価は公示地価を用い

た。 
4 簡単な Difference in Defferencesの説明は、山鹿（2008）

で述べている。 
5 商業地域、あるいはすべての用途地域を含んだ結果
も、本稿の住宅地の結果と同様であった。 

を用いることが望ましいが、本稿では指定の

影響を数値化することが目的ではないため、

指定年度である 1997年より少し後の 2000年

であっても、その後の変化の影響が、指定地

域とそうでない地域でどのように差がある

のかをみることは可能である。また「防災再

開発促進地区」と指定されてから、実際に再

開発事業が実施されるのはそれより後であ

るため、ここでは比較の期首の年度よりも、

同時期の変化が両地域でどう違うかをみる

ことがより重要となってくる。 

 

表 1 低層住居専用地域の人口総数の変化 

                   

単位：人 

 2005年 2000年 差 

再開発促

進地域 
380678.6 490857 －110179 

その他の

地域 
371792.1 490607 －118815 

差 8886.5 250 8636.5 

 

表 2 低層住居専用地域の一般借家世帯の平

均年収の変化 

               単位：万円 

 2005年 1990年 差 

再開発促

進地域 
467.9071 467.339 0.5678 

その他の

地域 
462.0875 516.018 －53.93 

差 5.8196 －48.678 54.4978 

 



表 3 低層住居専用地域の地価の変化 

              単位：円/m
2
 

 2011年 1993年 差 

再開発促

進地域 
305321.4 490857 －185536 

その他の

地域 
283883.6 490607 －206724 

差 21437.8 250 21187.8 

 

表 1によると、2000年から 2005年では、

「防災再開発促進地区」として指定された地

区では人口が 110179 人減少しているが、指

定されていない地域では、118815人減少して

おり、それらの差である 8636.5 人が、「防災

再開発促進地区」として指定されたことによ

り、人口流出が指定されていない地域より少

ないことになる。 

表 2では低層住居専用地域の一般借家世帯

の平均年収を比較している。住宅地での木造

密集地域においては、借家世帯もかなり多い

と思われるため、表 2では借家世帯の値を報

告した6。これによると 1990 年では「防災再

開発促進地区」の一般借家の平均世帯年収の

方がその他地域の平均世帯年収より低かっ

たが、2005年においては、逆に「防災再開発

促進地区」の平均世帯年収が高くなっている。

結果、網掛け部分の差の差をみてみると、年

収にして 54万円とそれほど大きくはないが、

「防災再開発促進地区」の指定を受けた地域

の方が、そうでない地域に比べて世帯年収が

高くなっていることがわかる。 

先ほどの人口の変化と平均所得の変化か

らわかることは、指定を受け、再開発事業が

行われた地域では、防災や防犯といった点で

の居住環境が大きく改善されたため、これま

でより高い所得層の人々が流入してきてい

る可能性があるということである。 

このように再開発などをきっかけにより

高い所得層の人々が当該地域に流入し、さら

にはそれまで住んでいた人々が住みにくく

なり流出していってしまう現象をジェント

リフィケーションと呼んでいるが、その現象

                                                   
6 一戸建て世帯においても同様の結果である。 

が 23 区の「防災再開発促進地区」指定地域

において起こっている可能性があると考え

られる。ジェントリフィケーションで、それ

まで居住していた人々が流出する原因とし

て、住環境がよくなることで、賃料や税金な

どが高くなり、支払いが困難になるといった

ことが考えられる。そこで、表 3では公示地

価の変化を比較している。地価バブル崩壊後

の 1993年から 2011年までの地価の下落を比

較したところ、「防災再開発促進地区」に指

定された地域の下落幅が、そうでない地域に

比べて 21187円も小さいことがわかった。す

なわち、「防災再開発促進地区」に指定され

た地域では、再開発等により居住環境が改善

された分、地価が上昇し、その他の地域より

も下落が抑えられたと考えられる。 

表 1 から表 3 でわかったことは、『防災再

開発促進地区』としての指定を受けた地域で

は、そうでない地域と比較して、人口の減少

幅が小さく、地域の平均所得が上昇しており、

地価の下落幅が小さいことである。『防災再

開発促進地区』として指定を受けた住宅地は、

再開発前は、古い木造住宅が密集しており、

防災面からみた住環境としてはよくない地

域であるが、再開発などが実施されることに

より、人口流入や地価の上昇、所得層の高い

住民の流入といった効果を期待することが

できる。一方で、住民の所得層が変化するこ

とによる問題も出てくる可能性があり、再開

発を促進する自治体としては、既存住民への

影響も考慮した上での再開発事業計画が求

められる。 
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